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(57) ADStract: Disclosed i s a heating system provided with a heating device ior supplying warm air to a room to be heated, a floor
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device, the floor heating device, and the air blowing device, so that the degree of comfort calculated by the comfort degree calcu
lation unit coincides with the target degree of comfort determined by the target comfort degree determination unit.
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明 細 書

発 明の名称 ：暖房 システム

技術分野

[0001 ] 本発 明は加熱手段 と床暖房手段 を備 える暖房 システムに関す る。

背景技術

[0002] 従 来、例 えば文献 1 ( 日本国公開特許公報 2 0 0 3 - 1 2 0 9 4 5 号 ）の

よ うに室 内機 と床暖房装置 を制御す る暖房 システムが知 られ ている。 この暖

房 システムでは、設定温度入 力手段で設定 した設定温度か ら、 P M V 値か ら

なる快適度 に基づいて 目標室温 と目標床面温度 を決定 し、室温検知手段 によ

り検知 した室温 と床面温度検知手段で検知 した床面温度が前記 目標室温 と目

標床面温度 になるよ う室 内機 と床暖房装置の両者 を制御 している。

[0003] と ころで、前記文献 1 の暖房 システムでは、対象室の上部 に設 け られ る室

内機 と下部 に設 け られ る床暖房装置の両者 を制御 して暖房 を行 う。 このため

、室温検知手段で検知 した室温 と床面温度検知手段で検知 した床面温度の夫

々が 目標の温度 にな った と して も、天井側の室温 と床側の室温 との間に大 き

な温度差が生 じる恐れが ある。 この場合、対象室 内には 目標温度か ら外れた

快適でない領域が存在 し、 この領域 に居 る利用者 は不快 に感 じる。また、対

象室 内の上部の室温が利用者が居 る下部の室温 よ りも高 い場合 は、対象室 内

の上部 を無駄 に暖めていると捉 えると、暖房 システム全体 と して効率の良い

暖房が行われ ているとは言 い難 い。

発 明の開示

[0004] 本発 明は前記事情 に鑑み てな された ものであって、対象室 内の温度 を均一

に してェネルギ一消費 を抑 えつつ快適な暖房 を行 うことができる暖房 システ

ム を提供す る ことを課題 とす る。

[0005] 本発 明に係 る暖房 システムの第 1 の形態 は、対象室 内に暖気 を供給す る加

熱装置 と、前記対象室の床 を暖め る床暖房装置 と、前記対象室 内の天井側の

空気 を前記床側 に送 る第 1 送風 モー ドと、前記対象室 内の前記床側の空気 を



前記天井側に送る第 2 送風モー ドとの少な くとも 1 つを有する送風装置 と、

制御装置 と、を備え、前記制御装置は、前記対象室内の快適度を算出する快

適度算出ュニッ 卜と、前記快適度の 目標値 となる目標快適度を決定する目標

快適度決定ュニッ 卜と、前記快適度算出ュニッ 卜で算出された前記快適度が

前記 目標快適度決定ュニッ トで決定された前記 目標快適度に一致するように

、前記加熱装置 と前記床暖房装置 と前記送風装置 とを制御する連携制御ュニ

ッ トと、を備える。

[0006] 本発明に係る暖房システムの第 2 の形態は、第 1 の形態において、前記対

象室内の上部室温を測定 して出力する上部室温測定装置 と、前記対象室内の

下部室温を測定 して出力する下部室温測定装置 と、を備え、前記制御装置は

、前記快適度算出ュニッ 卜で算出された前記快適度が前記 目標快適度決定ュ

ニッ 卜で決定された前記 目標快適度よ り所定値以上低いか否かの判定を行 う

判定ュニッ トを備え、前記連携制御ュニッ トは、前記判定ュニッ 卜の判定結

果が肯定である場合に、前記上部室温測定装置か ら出力された上部室温 と前

記下部室温測定装置か ら出力された下部室温 との差が小 さくなるように前記

送風装置を制御する循環制御を行 うように構成 される。

[0007] 本発明に係る暖房システムの第 3 の形態は、第 2 の形態において、前記制

御装置は、前記循環制御の実行時に、前記上部室温測定装置か ら出力された

上部室温 と前記下部室温測定装置か ら出力された下部室温 とに基づいて前記

循環制御の実行後の前記対象室の予想温度を算出する予想温度算出ュニッ ト

を備え、前記連携制御ュニッ トは、前記予想温度算出ュニッ 卜で算出された

予想温度に基づいて前記加熱装置を制御するように構成 される。

[0008] 本発明に係る暖房システムの第 4 の形態は、第 1 の形態において、前記対

象室の室温を測定 して出力する室温測定装置 と、前記対象室の床面温度を測

定 して出力する床面温度測定装置 と、を備え、前記制御装置は、前記快適度

算出ュニッ 卜で算出された前記快適度が前記 目標快適度決定ュニッ 卜で決定

された前記 目標快適度よ り所定値以上低いか否かの判定を行 う判定ュニッ ト

と、利用者が快適 と感 じる前記室温 と前記床面温度 との対応関係を記憶する



対応 関係 記憶 ュ ニ ッ 卜と、 を備 え、前 記連携制御 ュ ニ ッ トは、前 記判 定ュ ニ

ッ 卜の判 定結 果が肯定 で ある場合 に、前 記室温 測 定装置 で測 定 され た室温 と

前 記 床面温 度測 定装置 で測 定 され た床面温 度 とが前 記 対応 関係 記憶 ュ ニ ッ ト

に記憶 され た前 記 対応 関係 を満 たす よ うに前 記加熱装置 お よび前 記 床暖房装

置 を制御 す るよ うに構 成 され る。

[0009] 本 発 明 に係 る暖房 シス テムの第 5 の 形態 は、第 1 の 形態 にお いて、前 記 対

象室 の室温 を測 定 して出 力す る室温 測 定装置 と、前 記 対象室 の床面温 度 を測

定 して出 力す る床面温 度測 定装置 と、 を備 え、前 記制御 装置 は、前 記快 適度

算 出ュ ニ ッ 卜で算 出 され た前 記快 適度 が前 記 目標快 適度決 定ュ ニ ッ 卜で決 定

され た前 記 目標快 適度 よ り所定値 以上低 いか否 かの判 定 を行 う判 定ュ ニ ッ ト

を備 え、前 記連携制御 ュ ニ ッ トは、前 記判 定ュ ニ ッ 卜の判 定結 果が肯定 で あ

る場合 に、前 記室温 測 定装置 で測 定 され た室温 と前 記 床面温 度測 定装置 で測

定 され た床面温 度 との差 が小 さ くな るよ うに前 記加熱装置 を制御 す るよ うに

構 成 され る。

[001 0] 本 発 明 に係 る暖房 シス テムの第 6 の 形態 は、第 1 の 形態 にお いて、前 記 対

象室 内に外 気 を供給 す る外 気供給 装置 と、前 記 対象室 の室温 を測 定 して出 力

す る室温 測 定装置 と、前 記外 気の温 度 を測 定 して出 力す る外 気温 度測 定装置

と、 を備 え、前 記制御 装置 は、前 記外 気温 度測 定装置 で測 定 され た前 記外 気

の温 度 が基準温 度 を超 える と前 記外 気供給 装置 を制御 して前 記 対象室 内に前

記外 気 を供給 す る給 気制御 ユ ニ ッ トを備 え、前 記基準温 度 は、前 記室温 測 定

装置 で測 定 され た室温 、 また は、前 記室温 測 定装置 で測 定 され た前 記室温 よ

り所定値 だ け高 い温 度 で ある。

[001 本発 明 に係 る暖房 シス テムの第 7 の 形態 は、第 1 の 形態 にお いて、利用者

が前 記加熱装置 と前 記 床暖房装置 と前 記送風 装置 とをそれ ぞれ 制御 す るため

の第 1 操 作装置 と、連携制御 モー ドと個 別操作 モー ドとの いずれ か を選 択す

るための第 2 操 作装置 と、 を備 え、前 記制御 装置 は、前 記第 1 操 作装置 の操

作 に応 じて前 記加熱装置 と前 記 床暖房装置 と前 記送風 装置 とをそれ ぞれ 制御

す る個 別操作 ュ ニ ッ 卜と、前 記第 2 操 作装置 に よ り前 記連携制御 モー ドが選



択 され る と前 記 連 携 制御 ュ ニ ッ トを動 作 させ 、前 記 第 2 操 作 装置 に よ り前 記

個 別 操 作 モー ドが選 択 され る と前 記個 別 操 作 ュ ニ ッ トを動 作 させ る選 択 ュ ニ

ッ トと、 を備 え る。

[001 2] 本 発 明 に係 る暖房 シス テム の第 8 の 形態 は、第 1 〜第 7 の うち いずれ か 1

つ に お いて 、前 記快 適 度 は、予測 平 均温 冷 感 申告 値 で あ る。

図面 の簡 単 な説 明

[001 3 ] [ 図 1 ] 本 発 明の実施 形態 の 暖房 シス テム を示す 説 明 図 で あ る。

[図 2 ] 同上 の 暖房 シス テム の プ ロ ック図 で あ る。

[図 3 ] 同上 の送風 手 段 の説 明 図 で あ り、 （a ) は攪 拌 運 転 時の状 態 を示 し、 （

b ) は室 外 空 気取 込 運 転 時の状 態 を示 して い る。

[図 4 ] 同上 の 暖房 シス テム の フ ロー で あ る。

[図 5 ] 同上 の 暖房 シス テム の制御 に用 い られ る快 適領 域 を床 面温 度 と中間部 室

温 との 関係 で示 した グ ラ フで あ る。

[図 6] 同上 の 暖房 シス テム の プ ロ ック図 で あ る。

発 明 を実施 す るた めの形態

[001 4] 以 下 、本発 明の実施 形態 を添付 図面 に基 づ いて説 明す る。 図 1 乃 至 図 5 に

示す 本 実施 形態 の 暖房 シス テム （空 調 シス テム ） は、建 物 の 一室 か らな る対

象 室 1 の上 部 に設 け られ た加 熱 手 段 （加 熱 装置 ） 2 、対象 室 1 の 床 暖房 を行

う床 暖房 手 段 （床 暖房 装置 ） 3 、及 び対象 室 1 内の空 気 を攪 拌 す る送風 手 段

(送 風 装置 ） 4 を備 えて い る。加 えて 、本 実施 形態 の 暖房 シス テム は、操 作

手 段 2 5 、快 適 度検 知 手 段 （快 適 度 算 出装置 ） 、及 び制御 手 段 （制御 装置 ）

5 を備 えて い る。

[001 5] す なわ ち、暖房 シス テム は、対象 室 1 内 に暖 気 を供給 す る加 熱 装置 2 と、

対象 室 1 の 床 を暖 め る床 暖房 装置 3 と、対象 室 1 内の天 井側 の空 気 を床側 に

送 る第 1 送風 モー ドと対象 室 1 内の 床側 の空 気 を天 井側 に送 る第 2 送風 モー

ドとを有 す る送風 装置 4 と、制御 装置 5 と、 を備 え る。

[001 6] 図 1 に示す よ うに加 熱 手 段 2 は対象 室 1 の壁 面 の上 端 部 に取 り付 け られ た

エア コ ンデ ィシ ョナー の室 内機 か らな り、 当該 エア コ ンデ ィシ ョナー は、カロ



熱手段 2 か ら対象室 1 内に暖気を送る暖房運転 と加熱手段 2 か ら対象室 1 内

に冷気を送る冷房運転を切 り替えて行えるものである。

[001 7] 床暖房手段 3 は対象室 1 の床に設 けられた床暖房装置か らな り、対象室 1

の床面を加温 して床暖房を行 う。

[001 8] 送風手段 4 は対象室 1 内の空気を循環 させる機能 と対象室 1 内に室外空気

を取 り込む機能を有するパネル装置 4 a で構成 されている。すなわち、本実

施形態の送風手段 4 は室外空気取込手段を兼ねている。例 えば、パネル装置

4 a は建物の間柱間に設置 されて対象室 1 の壁面の一部を構成する。

[001 9] 図 3 に示すようにパネル装置 4 a の上下の端部には対象室 1 内に開口する

上側通気口 6 と下側通気口 7 の夫々が設 けられている。パネル装置 4 a 内に

は、上側通気口 6 と下側通気口 7 を通 じさせる通気路 1 6 が形成 され、通気

路 1 6 には正逆両方向に回転駆動する循環用 ファン 1 7 が設 けられている。

通気路 1 6 の下端部は外気取込 口 1 8 を介 して屋外に通 じ、通気路 1 6 には

外気取込 口 1 8 又は下側通気口 7 を選択的に閉塞する切替ダンバ 1 9 が設 け

られている。

[0020] 図 3 ( a ) のように切替ダンバ 1 9 によ り外気取込 口 1 8 を閉塞 した状態

で、循環用 ファン 1 7 を回転駆動 させることで、対象室 1 内の空気は循環す

る。すなわち、循環用 ファン 1 7 を一方向に回転 させると、図 1 の矢印 a の

ように対象室 1 内の天井近傍の空気が上側通気口 6 か ら通気路 1 6 内に吸い

込まれ ると共にこの空気が矢印 b に示すように下側通気口 7 を介 して対象室

1 内の床近傍 に送 られ る。以下、 この運転を下向き送風運転 （第 1 送風モー

ド） という。逆に循環用 ファン 1 7 を下向き送風時とは逆方向に回転 させる

ことで、図 1 の矢印 c のように対象室 1 内の床近傍の空気が下側通気口 7 か

ら通気路 1 6 内に吸い込まれ ると共にこの空気が矢印 d に示すように上側通

気口 6 を介 して対象室 1 内の天井近傍 に送 られ る。以下、 この運転を上向き

送風運転 （第 2 送風モー ド） といい、 この上向き送風運転 と前記下向き送風

運転をまとめて攪拌運転 という。 このように、送風装置 （送風手段） 4 は、

対象室 1 内の天井側の空気を床側に送る第 1 送風モー ドと、対象室 1 内の床



側の空気を天井側に送る第 2 送風モー ドとの両方を有する。なお、送風装置

4 は、第 1 送風モー ドと、第 2 送風モー ドとの少なくとも 1 つを有 していれ

ばよい。

[0021 ] また、図 3 ( b ) のように切替ダンバ 1 9 で下側通気口 7 を閉塞 した状態

で、循環用ファン 1 7 を上向き送風運転時と同方向に回転駆動させると、室

外空気 （屋外空気）が外気取込口 1 8 、通気路 1 6 、及び上側通気口 6 を経

て対象室 1 内に取 り込まれる。以下、これを室外空気取込運転 （取込モー ド

) という。すなわち、送風手段 4 は、対象室 1 内に外気を供給する外気供給

装置として機能する。なお、本実施形態のパネル装置 4 a は室外空気が上側

通気口 6 から対象室 1 内に取 り込まれるようにしたが、下側通気口 7 から対

象室 1 内に取 り込まれるようにしても構わない。また、本実施形態の暖房シ

ステムは、送風手段 4 とは別体の外気供給装置を備えていてもよい。

[0022] 前記快適度検知手段は対象室 1 の空調環境の指標となる快適度を検知する

ために用いられる。この快適度は利用者の温冷感を示す指標となる P M V (

P e d i c t e d M e a n V o t e : 予測平均温冷感申告）値であり

、室温の他、湿度、輻射温度、風速、着衣量、及び活動量をパラメーターと

して決定される。このような P M V 値は、_ 3 〜十 3 までの数値で表される

。 _ 3 は 「寒い」を意味 し、 _ 2 は 「涼 しい」を意味 し、 _ 1 は 「やや涼 し

し、」を意味 し、 0 は 「中立 （暑 くも寒 くもない）」を意味 し、 + 1 は 「やや

暖かい」を意味 し、 + 2 は 「暖かい」を意味 し、 + 3 は 「暑い」を意味する

。 P M V 値 = 0 であるときは 9 5 % の人が快適さを感 じ、一 0 . 5 く P M V

値く+ 0 . 5 であるときは 9 0 % の人が快適さを感 じると考えられている。

[0023] 快適度検知手段は、図 1 及び図 2 に示す、室温検知手段 （室温測定装置）

8 、天井面温度検知手段 （天井面室温測定装置） 9 、壁面温度検知手段 （壁

面温度測定装置） 1 0 、床面温度検知手段 （床面温度測定装置） 1 1 、人体

検知手段 （人体検知装置） 1 2 、及び湿度検知手段 （湿度測定装置） 1 3 で

構成され、検知手段 8 〜 1 3 で検知 した情報に基づいて快適度が算出される

。快適度の算出は、後述する快適度算出ュニッ ト5 により行われる。



[0024] 図 1 のように対象室 1 には、室温検知手段 8 として、上部室温検知手段 8

a 、中間部室温検知手段 8 b 、及び下部室温検知手段 8 c が設けられている

。すなわち、室温検知手段 8 は、上部室温検知手段 8 a と、中間部室温検知

手段 8 b と、下部室温検知手段 8 c とを含む。上部室温検知手段 8 a 及び下

部室温検知手段 8 c の夫々はパネル装置 4 a の上端部と下端部に設けられた

温度センサーからなり、対象室 1 内の上部と下部の夫々の室温を検知する。

すなわち、上部室温検知手段 8 a はパネル装置 4 a の上端部に設けられた温

度センサーであり、対象室 1 内の上部の室温 （上部室温）を測定して出力す

るように構成される。下部室温検知手段 8 b はパネル装置 4 a の下端部に設

けられた温度センサーであり、対象室 1 内の下部の室温 （下部室温）を測定

して出力するように構成される。中間部室温検知手段 8 b は操作手段 2 5 が

有する温度センサーからなる。操作手段 2 5 は対象室 1 の壁面において中程

の高さ位置に設けられた操作器からなり、すなわち、中間部室温検知手段 8

b は上下方向において上部室温検知手段 8 a と下部室温検知手段 8 c の間に

配置されている。すなわち、中間部室温検知手段 8 b は、対象室 1 内の中間

部室温を測定して出力するように構成される。

[0025] 天井面温度検知手段 9 は対象室 1 の天井に設けられ、対象室 1 の天井面温

度を検知する。例えば、天井面温度検知手段 9 は対象室 1 の天井に設けられ

た温度センサーであり、対象室 1 の天井面温度を測定して出力するように構

成される。壁面温度検知手段 1 0 はパネル装置 4 a に設けられ、パネル装置

4 a の対象室 1 内に臨む面の温度を検知する。例えば、壁面温度検知手段 1

0 はパネル装置 4 a に設けられた温度センサ一であり、パネル装置 4 a の対

象室 1 内に臨む面の温度 （すなわち壁面温度）を測定して出力するように構

成される。湿度検知手段 1 3 は対象室 1 の壁に設けられて対象室 1 内の湿度

を検知する湿度センサーからなる。湿度検知手段 1 3 は、対象室 1 内の湿度

を測定して出力するように構成される。人体検知手段 （人体検知装置） 1 2

は対象室の壁の上部又は天井に設けられて対象室 1 内に居る人の動きを検知

する人感センサー （例えば、赤外線センサー）からなる。



[0026] また、本実施形態の空調 システムは、前記快適度検知手段 を構成す る検知

手段 8 〜 1 3 の他 に、室外空気温度検知手段 （室外空気温度測定装置） 1 4

を備 えている。室外空気温度検知手段 1 4 は屋外やパネル装置 4 a の外気取

込 口 1 8 等の室外空気 （屋外空気）の温度 （外気温度、室外温度） を検知可

能な箇所に設 け られた温度セ ンサーか らなる。すなわ ち、室外空気温度測定

装置 1 4 は、外気の温度 を測定 して出力す るよ うに構成 され る。

[0027] 図 2 の よ うに制御手段 5 は、加熱手段用制御部 （加熱装置制御ユニ ッ ト）

2 、床暖房手段用制御部 （床暖房制御ュニ ッ ト） 2 2 、送風手段用制御部

(送風制御ユニ ッ ト） 2 3 、及び これ らを制御す るコン トロー ラ_ 2 4 で構

成 され ている。

[0028] 加熱手段用制御部 2 は、加熱手段 2 を制御す るよ うに構成 され る。例 え

ば、加熱手段用制御部 2 は、 コン トロー ラ一 2 4 か らの指示に応 じて加熱

手段 2 を制御す る。例 えば、加熱手段用制御部 2 1 は、 コン トロー ラー 2 4

か ら暖房温度が通知 され ると、対象室 1 の室温が暖房温度 になるよ うに、加

熱手段 2 を制御す る。

[0029] 床暖房手段用制御部 2 2 は、床暖房手段 3 を制御す るよ うに構成 され る。

例 えば、床暖房用制御部 2 2 は、 コン トロー ラー 2 4 か らの指示に応 じて床

暖房手段 3 を制御す る。例 えば、床暖房用制御部 2 2 は、 コン トロー ラー 2

4 か ら床暖房温度が通知 され ると、対象室 1 の床面温度が床暖房温度 になる

よ うに、床暖房手段 3 を制御す る。

[0030] 送風手段用制御部 2 3 は、送風手段 3 を制御す るよ うに構成 され る。例 え

ば、送風手段用制御部 2 3 は、 コン トロー ラ一 2 4 か らの指示に応 じて送風

手段 3 を制御す る。

[0031 ] コン トロ一 ラ一 2 4 は、図 6 に示す よ うに、快適度算出ュニ ッ ト5 1 と、

目標快適度決定ュニ ッ ト5 2 と、連携制御ュニ ッ ト5 3 と、判定ュニ ッ ト5

4 と、予想温度算出ュニ ッ ト5 5 と、対応関係記憶ュニ ッ ト5 6 と、個別操

作ュニ ッ ト5 7 と、選択ュニ ッ ト5 8 と、を備 える。 コン トロー ラ一 2 4 は

、例 えば、マイク ロコン ピュー タである。



[0032] 加熱手段用制御部 2 、床暖房手段用制御部 2 2 、及び送風手段用制御部

2 3 は、制御対象である加熱手段 2 、床暖房手段 3 、送風手段 4 の夫々の運

転状況の情報をコン トローラー 2 4 に送信する。床暖房手段用制御部 2 2 は

床面温度検知手段 1 1 と通信 し、床面温度検知手段 1 1 から床面温度を取得

し、床面温度検知手段 1 1 で検知した情報 （すなわち、床面温度検知手段 1

で測定された床面温度）を集中制御部であるコン トローラー 2 4 に送信す

る。送風手段用制御部 2 3 は、上部室温検知手段 8 a 、下部室温検知手段 8

c 、壁面温度検知手段 1 0 、湿度検知手段 1 3 、室外空気温度検知手段 1 4

の夫々と通信 し、上部室温検知手段 8 a から上部室温を、下部室温検知手段

8 c から下部室温を、壁面温度検知手段 1 0 から壁面温度を、湿度検知手段

3 から湿度を、室外空気温度検知手段 1 4 から外気温度を、それぞれ取得

し、これら検知手段 8 a , 8 c , 1 0 , 1 3 , 1 4 で検知した情報 （すなわ

ち、上部室温検知手段 8 a で測定された上部室温、下部室温検知手段 8 c で

測定された下部室温、壁面温度検知手段 1 0 で測定された壁面温度、湿度検

知手段 1 3 で測定された湿度、室外空気温度検知手段 1 4 で測定された外気

温度）をコン トローラ_ 2 4 に送信する。

[0033] コン トローラ_ 2 4 は操作手段 2 5 に設けられ、加熱手段用制御部 2 、

床暖房手段用制御部 2 2 、及び送風手段用制御部 2 3 を介して、加熱手段 2

、床暖房手段 3 、送風手段 4 の夫々を制御する。また、コン トローラー 2 4

は、中間部室温検知手段 8 b 、天井面温度検知手段 9 、及び人体検知手段 1

2 と通信 し、これら検知手段 8 b , 9 , 1 2 で検知した情報 （中間部室温検

知手段 8 b で測定された中間部室温、天井面温度検知手段 9 で測定された天

井面温度、人体検知手段 1 2 で測定された人の動き）を取得する。

[0034] 利用者は操作手段 2 5 を操作することで、後述する個別操作モー ドと連携

制御モー ドの切替えを行えるようになつている。個別操作モー ドに切り替え

られた状態では、操作手段 2 5 により、加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送

風手段 4 の夫々を個別に操作して運転できる。また、操作手段 2 5 を操作し

て、個別操作モー ドにおける加熱手段 2 の冷暖房の切替えや設定温度、風量



の設定、床暖房手段 3 の暖房温度の設定、送風手段の風量等を個別に設定で

きる。すなわち、操作手段 2 5 は、利用者が加熱手段 2 と床暖房手段 3 と送

風手段 4 とをそれぞれ制御するための第 1 操作装置 2 6 と、連携制御モー ド

と個別操作モー ドとのいずれかを選択するための第 2 操作装置 2 7 と、を備

える。第 1 操作装置 2 6 および第 2 操作装置 2 7 は、例 えば、操作器 （操作

手段） 2 5 に設けられたスィッチやポタンなどのユーザインタフェースであ

る。

[0035] また、操作手段 2 5 を操作することで、連携制御モー ドの運転時における

、対象室 1 の 目標の快適度を設定できるようになつている。以下、この快適

度 （操作手段 2 5 を用いて設定された快適度）を設定快適度 という。

[0036] そ して、操作手段 2 5 が操作 されて、設定快適度が設定され、連携制御モ

- ドに切 り替えられて暖房運転の開始の指令がなされると、コン トローラー

2 4 によ り、加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送風手段 4 を連携制御 して行

う以下の連携制御運転が実行 される。

[0037] 図 4 に示すように連携制御運転時には設定快適度に基づいて目標快適度が

設定される （S 1 ) 。 目標快適度は、目標快適度決定ユニッ ト5 2 によ り決

定される。目標快適度の設定にあたっては、まず人体検知手段 1 2 で検知 し

た情報か ら対象室 1 内に居る人の活動量が多いか否かが判定される。そ して

、肯定されると設定快適度か ら所定 P M V 値 （例 えば 0 . 5 ) を差 し引いた

値が 目標快適度 として設定され、否定されると設定快適度がそのまま目標快

適度 として設定される。なお、この 目標快適度の設定は所定時間毎に行われ

るものであるが、連携制御運転開始時にのみ設定されるものであってもよい

[0038] 連携制御運転時には、所定時間 （例 えば 5 分）毎に、環境情報の取得 （S

2 ) 、 これ ら取得データに基づ く判定 （S 3 , S 4 ) 、 これ ら判定に基づ く

機器の制御 （S 5 , S 6 ) がなされる。

[0039] S 2 では、検知手段 8 a 〜 8 c , 9 〜 1 4 の検知によ り環境データ （環境

情報）が取得 される。 S 3 では、 S 2 で取得 した環境情報 と、温度調節手段



(加 熱手段） 2 と送風手段 4 の運転状況の情報 、及 び 日付情報 に基 づ いて現

在 の快適度 （P M V 値 ）が算 出 され る。環境情報 は、上部室温検知手段 8 a

で測定 され た上部室温 と、中間部室温検知手段 8 b で測定 され た 中間部室温

と、下部室温検知手段 8 c で測定 され た下部室温 と、天井面温度検知手段 9

で測定 され た天井面温度 と、壁面温度検知手段 1 0 で測定 され た壁面温度 と

、床面温度検知手段 1 1 で測定 され た床面温度 と、人体検知手段 1 2 で測定

され た対象室 1 内の人の動 き と、湿度検知手段 1 3 で測定 され た湿度 と、室

外空気温度検知手段 1 4 で測定 され た外気温度 と、 を含む。

[0040] こ こで、中間部室温検知手段 8 b 、人体検知手段 1 2 、及 び湿度検知手段

3 によ り取得 した情報 は室温 、活動量 、湿度の夫 々の指標 とな り、天井面

温度検知手段 9 、壁面温度検知手段 1 0 、及 び床面温度検知手段 1 1 で検知

した情報 は輻射温度の指標 とな る。また、加熱手段 2 と送風手段 4 の運転状

況の情報 は風速の指標 とな り、 日付情報 は着衣量の指標 とな る。従 って、 こ

れ ら情報 に基 づ いて、室温 、湿度 、輻射温度 、風速 、着衣量 、及 び活動量 を

パ ラメ一 ター と した P M V 値 か らな る現在 の快適度 を算 出す る ことがで きる

。以下、 この算 出 した快適度 を検知快適度 とい う。

[0041 ] 本 実施 形態 では、現在 の快適度 （対象室 1 内の快適度） は、快適度算 出ュ

ニ ッ ト5 1 に よ り算 出 され る。例 えば、快適度算 出ュニ ッ ト5 1 は、所定時

間毎 に、中間部室温検知手段 （中間部室温測定装置 ） 8 b か ら中間部室温 を

、天井面温度検知手段 （天井面温度測定装置 ） 9 か ら天井面温度 を、壁面温

度検知手段 （壁面温度計測装置 ） 1 0 か ら壁面温度 を、床面温度検知手段 （

床面温度計測装置 ） 1 1 か ら床面温度 を、人体検知手段 （人体検知装置 ） 1

2 か ら対象室 1 内の人の動 きを、湿度検知手段 （湿度計測装置 ） 1 3 か ら対

象室 1 内の湿度 を、それ ぞれ取得す る。また、快適度算 出ュニ ッ ト5 1 は、

例 えば、加熱手段用制御部 2 1 か ら加熱手段 2 の運転状況の情報 を取得 し、

送風手段用制御部 2 3 か ら送風手段 4 の運転状況の情報 を取得す る。なお、

日付情報 は、例 えば、操作手段 2 5 に予め記憶 され て いる。快適度算 出ュニ

ッ ト5 1 は、中間部室温 と、天井面温度 と、壁面温度 と、床面温度 と、対象



室 1 内の人の動きと、湿度 と、加熱手段 2 の運転状況の情報 と、送風手段 4

の運転状況の情報 と、日付情報 とを用いて、快適度 （検知快適度）を算出す

る。

[0042] 本実施形態では、快適度は P M V 値である。上述 したように、 P M V 値は

、 f ( T a , T r , H , V , I c I , M ) で表 される関数である。ここで、

T a は室温であ り、 H は湿度であ り、 T r は輻射温度であ り、V は風速 （気

流速度）であ り、 I c I は着衣量 （居住者の衣服に関する着衣指標）であ り

、M は活動量 （代謝量）である。

[0043] 快適度算出ュニッ ト5 1 は、中間部室温検知手段 8 b よ り得た中間部温度

に基づいて室温 T a を決定 し、天井面温度検知手段 9 よ り得た天井面温度、

壁面温度検知手段 1 0 よ り得た壁面温度、及び床面温度検知手段 1 1 よ り得

た床面温度に基づいて輻射温度 T r を決定 し、湿度検知手段 1 3 よ り得た湿

度に基づいて湿度 H を決定 し、加熱手段 2 と送風手段 4 の運転状況の情報に

基づいて風速 V を決定 し、日付情報に基づいて I c I を決定 し、人体検知手

段 1 2 によ り活動量M を決定する。

[0044] そ して、快適度算出ュニッ ト5 1 は、決定された、室温 T a 、湿度 ! !、輻

射温度 T r 、風速 V 、着衣量 I c I 、活動量M を用いて P M V 値を算出する

[0045] S 4 では、 S 1 で得た 目標快適度 と、 S 2 で取得 した環境データ、及び S

3 で得た検知快適度に基づいて、表 1 に示す以下の判定 （1 ) 〜 （1 1 ) を

行 う。以下の判定 （1 ) 〜 （1 1 ) は、判定ユニッ ト5 4 によって行われる

。なお、 a 1 、 T 1 、 Τ 2 、 Τ 3 、 Τ 4 、 Τ 5 、 Τ 6 、 Τ 7 、 Τ 8 、 Τ 9 は

、下記の値に限定されない。また、本実施形態の暖房システムは、下記の判

定 （1 ) 〜 （1 1 ) の全てを実行するように構成 されている必要はな く、下

記の判定 （1 ) 〜 （1 1 ) の うちの少な くとも 1 つを実行するように構成 さ

れていてもよい。

[0046]



ほ 1]

判定 （1 ) では、判定ユニ ッ ト5 4 は、検知快適度 と目標快適度の差が所

定値 a 1 未満で且つ壁面温度検知手段 1 0 で検知 した壁面温度 （以下、検知



壁面温度 という）が中間部室温検知手段 8 b で検知 した中間部室温 （以下検

知中間部室温 という）に所定温度 T を加えた値を超えたか否かを判定する

。検知快適度 と目標快適度の差が所定値 a 1 未満で且つ壁面温度検知手段 1

0 で検知 した壁面温度 （以下、検知壁面温度 という）が中間部室温検知手段

8 b で検知 した中間部室温 （以下検知中間部室温 という）に所定温度 T 1 を

加えた値を超えた場合に、判定 （1 ) の結果が肯定となる。表 1 では a 1 =

0 . 5 、 T 1 = 1 (°C) に設定されている。

[0047] 判定 （2 ) では、判定ユニッ ト5 4 は、検知快適度が 目標快適度よ りも所

定値 a 以上で且つ検知中間部室温が 目標室温よ りも所定温度 T 2 以上高い

か否かを判定する。検知快適度が 目標快適度よ りも所定値 a 1 以上で且つ検

知中間部室温が 目標室温よ りも所定温度 T 2 以上高い場合に、判定 （2 ) の

結果が肯定となる。表 1 では T 2 = 2 (°C) に設定されている。

[0048] 判定 （3 ) では、判定ユニッ ト5 4 は、検知快適度が 目標快適度よ りも所

定値 a 以上で且つ検知壁面温度が検知中間部室温に所定温度 T 3 を加えた

値を超えたか否かを判定する。検知快適度が 目標快適度よ りも所定値 a 1 以

上で且つ検知壁面温度が検知中間部室温に所定温度 T 3 を加えた値を超えた

場合に、判定 （3 ) の結果が肯定となる。表 1 では T 3 = 2 (°C) に設定さ

れている。

[0049] 判定 （4 ) では、判定ユニッ ト5 4 は、検知快適度が 目標快適度よ りも所

定値 a 以上で且つ床面温度検知手段 1 1 で検知 した床面温度 （以下、検知

床面温度）が所定温度 T 4 を超えたか否かを判定する。検知快適度が 目標快

適度よ りも所定値 a 以上で且つ床面温度検知手段 1 1 で検知 した床面温度

(以下、検知床面温度）が所定温度 T 4 を超えた場合、判定 （4 ) の結果が

肯定となる。表 1 では T 4 = 3 0 (°C) に設定されている。

[0050] 判定 （5 ) では、判定ユニッ ト5 4 は、検知快適度が 目標快適度以下で且

っ検知中間部室温に所定温度 T 5 を加えた値よ りも室外空気温度検知手段 1

4 で検知 した室外空気温度 （以下、検知室外空気温度 という）が大きいか否

かを判定する。検知快適度が 目標快適度以下で且つ検知中間部室温に所定温



度 T 5 を加 えた値 （基準温度）よ りも室外空気温度検知手段 1 4 で検知 した

室外空気温度 （以下、検知室外空気温度 という）が大 きい場合に、判定 （5

) の結果が肯定 となる。表 1 では所定温度 Τ 5 = 1 (°C ) に設定 されている

[0051 ] 判定 （6 ) （1 1 ) では、判定ユニ ッ ト5 4 は、検知快適度が 目標快適

度 よ りも所定値 a 以下で且つ以下の追加要件 を満た したか否かを判定す る

。検知快適度が 目標快適度 よ りも所定値 a 1 以下で且つ以下の追加要件 を満

た した場合に、判定の結果が肯定 となる。

[0052] 判定 （6 ) の追加要件 は、検知中間部室温 と検知床面温度の両者が図 5 の

ハ ツチングで示 した快適領域 内に入 つていないことである。

[0053] 判定 （7 ) の追加要件 は、検知中間部室温 と検知床面温度が前記快適領域

内に入 っていることである。

[0054] 判定 （8 ) の追加要件 は、検知床面温度が 目標床面温度 よ り所定温度 T 6

以上低 いことである。表 1 では T 6 = 3 (°C ) に設定 されている。なお、 目

標床面温度は操作手段 2 5 によ り予め設定 され、例 えば 2 5 °Cに設定 され る

[0055] 判定 （9 ) の追加要件 は、検知中間部室温が 目標室温 よ り所定温度 T 7 以

上低 いことである。表 1 では T 7 = 2 (°C ) に設定 されている。なお、前記

目標室温 は表 2 に基づいて 目標快適度に応 じて決定 され る。

[0056] [表 2 ]

判定 （1 0 ) の追加要件 は、上部室温検知手段 8 a で検知 した上部室温 （

以下、検知上部室温 という）力、 下部室温検知手段 8 c で検知 した下部室温



(以下、検知下部室温 とい う） よ りも所定温度 T 8 以上高 い ことである。表

1 では T 8 = 3 (°C ) に設定 され ている。

[0057] 判定 （1 1 ) の追加要件 は、検知壁面温度が検知 中間部室温 よ りも所定温

度 T 9 以上低 い ことである。表 1 では T 9 = 2 (°C ) に設定 され ている。

[0058] S 5 では加熱手段 2 、床暖房手段 3 及び送風手段 4 の制御方法が決定 され

、 これ に基づいて S 6 では加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送風手段 4 が制

御 され る。加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送風手段 4 は、連携制御ュニ ッ

ト5 3 によ り制御 され る。

[0059] 具体 的には、全ての判定 （1 ) 〜 （1 1 ) の結果が否定である場合、加熱

手段 2 及び床暖房手段 3 は前 回判定後の運転状態で維持 され る （加熱手段 2

及び床暖房手段 3 の運転状態 は変更 され ない）。また、送風手段 4 は判定 （

5 ) , ( 1 0 ) の結 果が肯定である場合 を除 き停止 され る。

[0060] また、判定 （1 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 は停止 され 、床暖

房手段 3 は前 回判定後の運転状態で維持 され る。すなわ ち、連携制御ュニ ッ

ト5 3 は、加熱手段用制御部 2 1 を制御 して加熱手段 2 を停止 させ る。また

、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態 を変更 しない。また、

連携制御ュニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を停

止 させ る。

[0061 ] また、判定 （2 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 はその暖房温度 （

目標温度）が所定温度 T 1 0 下 げ られ て運転 され る又は停止 され 、床暖房手

段 3 は前 回判定後の運転状態で維持 され る。すなわ ち、連携制御ユニ ッ ト5

3 は、加熱手段 2 の暖房温度 を現在の暖房温度か ら所定温度 T 1 0 低 い温度

に設定す るか、加熱手段用制御部 2 を制御 して加熱手段 2 を停止 させ る。

また、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態 を変更 しない。ま

た、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4

を停止 させ る。

[0062] また、判定 （3 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 はその暖房温度が

所定温度 T 1 1 下 げ られ て運転 され る又は停止 され 、床暖房手段 3 は前 回判



定後の運転状態で維持 される。すなわち、連携制御ユニッ ト5 3 は、加熱手

段 2 の暖房温度を現在の暖房温度か ら所定温度 T 1 低 い温度に設定するか

、加熱手段用制御部 2 を制御 して加熱手段 2 を停止 させる。また、連携制

御ユニッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態を変更 しない。また、連携制御

ュニッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を停止 させる

[0063] また、判定 （4 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 は前回判定後の運

転状態で維持 され、床暖房手段 3 は停止 される。すなわち、連携制御ュニッ

ト5 3 は、加熱手段 2 の運転状態を変更 しない。また、連携制御ユニッ ト5

3 は、床暖房手段用制御部 2 2 を制御 して床暖房手段 3 を停止 させるととも

に、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を停止 させる。

[0064] また、判定 （5 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 及び床暖房手段 3

は前回判定後の運転状態で維持 される。また、送風手段 4 の室外空気取込運

転が実行 される。すなわち、連携制御ユニッ ト5 3 は、加熱手段 2 及び床暖

房手段 3 の運転状態を変更 しない。また、連携制御ユニッ ト5 3 は、送風手

段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 に室外空気取込運転を行わせる。本実

施形態では、連携制御ュニッ ト5 3 は、外気温度測定装置 1 4 で測定された

外気の温度が基準温度を超えると外気供給装置 （送風手段 4 ) を制御 して対

象室 1 内に外気を供給する給気制御ユニッ トとして機能する。なお、基準温

度は、室温測定装置 （本実施形態では、中間部室温検知手段 8 b ) で測定さ

れた室温、または、室温測定装置で測定された室温よ り所定値だけ高い温度

である。

[0065] また、判定 （6 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 及び床暖房手段 3

の夫々の暖房温度が、図 5 において、検知中間部室温及び検知床面温度によ

り決定されるポイン トに最 も近い快適領域のポイン トの中間部室温及び床面

温度に設定される。そ して、この条件で加熱手段 2 及び床暖房手段 3 が運転

される。連携制御ユニッ ト5 3 は、検知中間部室温 と検知床面温度 とによ り

決定されるポイン トに最 も近い快適領域内のポイン トの中間部室温 と床面温



度 とを決定 し、加熱手段 2 の暖房温度 を決定 された中間部室温 に設定す ると

ともに、床暖房手段 3 の床暖房温度 を決定 された床面温度に設定す る。また

、連携制御ュニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を

停止 させ る。 ここで、快適領域 は、利用者が快適 と感 じる室温 と床面温度 と

の対応関係 によ り規定 され る領域である。前記対応関係 は、対応関係記憶ュ

ニ ッ ト5 6 に記憶 されている。 したが って、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、判定

( 6 ) の結果が肯定である場合に （判定ユニ ッ ト5 4 の判定結果が肯定であ

る場合に）、室温測定装置 （中間部室温検知手段 8 b ) で測定 された室温 と

床面温度測定装置 （床面温度検知手段 1 1 ) で測定 された床面温度 とが対応

関係記憶ュニ ッ ト5 6 に記憶 された前記対応関係 を満たす ように加熱手段 2

および床暖房手段 3 を制御す るように構成 され る。例 えば検知中間部室温が

9 °Cで検知床面温度が 2 2 °Cであって現在の図 5 におけるポイン 卜が P

である場合、快適領域 においてボイン トP 1 に最 も近 いボイン トP 2 は、中

間部室温が 2 0 °C、床面温度が 2 5 °Cである。従 って、 この場合は加熱手段

2 の暖房温度が 2 0 で に、床暖房手段 3 の床暖房温度 （暖房温度）が 2 5 °C

«- ¾ され る。

また、判定 （7 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 の暖房温度が所定

温度 T 2 上 げ られ、 この状態で加熱手段 2 が運転 され る。表 1 では T 2

= 1 (°C ) に設定 されている。また、床暖房手段は前回判定後の運転状態で

維持 され る。すなわち、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、加熱手段 2 の暖房温度 を

、現在の暖房温度か ら所定温度 T 1 2 高 い温度に設定す る。また、連携制御

ユニ ッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態 を変更 しない。また、連携制御ュ

ニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を停止 させ る。

例 えば検知中間部室温が 2 0 °Cで検知床面温度 3 が 2 5 °Cであって現在の図

5 におけるポイン トが P 2 であ り、且つ、加熱手段 2 の暖房温度が 2 0 °Cに

、床暖房手段 3 の暖房温度が 2 5 °Cに設定 されているとす る。 この場合は、

加熱手段 2 の暖房温度が 1 °C上 げ られて 2 1 °C とされ、床暖房手段 3 の暖房

温度が 2 5 °Cに設定 され る。



[0067] また、判定 （8 ) の結果が肯定である場合、床暖房手段 3 の暖房温度が 目

標床面温度 に設定 され 、 この状態で床暖房手段 3 が運転 され る。また、加熱

手段 2 は前 回判定後の運転状態で維持 され る。すなわ ち、連携制御ユニ ッ ト

5 3 は、床暖房手段 3 が動作 していれ ば、床暖房手段 3 の床暖房温度 を、 目

標床面温度 に設定す る。また、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、加熱手段 2 の運転

状態 を変更 しない。 さらに、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2

3 を制御 して送風手段 4 を停止 させ る。

[0068] また、判定 （9 ) の結果が肯定である場合、加熱手段 2 の暖房温度 は所定

温度 T 1 3 上 げ られ 、 この状態で加熱手段 2 が運転 され る。また、床暖房手

段 3 は前 回判定後の運転状態で維持 され る。表 1 では T 1 3 = 2 (°C ) に設

定 され ている。すなわ ち、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、加熱手段 2 の暖房温度

を、現在の暖房温度か ら所定温度 T 1 3 高 い温度 に設定す る。また、連携制

御ユニ ッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態 を変更 しない。 さらに、連携制

御ュニ ッ ト5 3 は、送風手段用制御部 2 3 を制御 して送風手段 4 を停止 させ

る。

[0069] また、判定 （1 0 ) の結 果が肯定である場合、送風手段 4 は攪拌運転 され

、床暖房手段 3 は前 回判定後の運転状態で維持 され る。また、加熱手段 2 の

暖房温度 は予想温度 に設定 され 、 この状態で加熱手段 2 は運転 され る。前記

予想温度 は、室温検知手段 8 で検知 された情報 に基づいて算出 され るもので

あ り、前記送風手段 4 の運転 によって想定 され る対象室 1 内の温度環境 に応

じて変化す る。具体 的には、検知上部室温 、検知 中間部室温 、及び検知下部

室温 に基づいて決定 され るものであ り、 これ ら室温の平均値等か らなる。

[0070] す なわ ち、判定 （1 0 ) の結 果が肯定である場合、連携制御ュニ ッ ト5 3

は、上部室温検知手段 8 a か ら出力 された上部室温 と下部室温検知手段 8 c

か ら出力 された下部室温 との差が小 さ くなるよ うに送風手段 4 を制御す る循

環制御 を行 う。また、連携制御ユニ ッ ト5 3 は、床暖房手段 3 の運転状態 を

変更 しない。

[0071 ] この循環制御の実行時に、予想温度算出ユニ ッ ト5 5 は、上部室温検知手



段 8 a か ら出力された上部室温 と下部室温検知手段 8 c か ら出力された下部

室温 とに基づいて循環制御の実行後の対象室 1 の予想温度を算出するように

構成 される。本実施形態では、予想温度算出ユニッ ト5 5 は、上部室温検知

手段 8 a か ら出力された上部室温 と下部室温検知手段 8 c か ら出力された下

部室温 と中間部室温検知手段 8 b か ら出力された中間部室温 とか ら、予想温

度を算出する。連携制御ユニッ ト5 3 は、加熱手段 2 の暖房温度を、予想温

度算出ユニッ ト5 5 で算出された予想温度に設定する。なお、前記送風手段

4 の運転は下向き運転又は上向き運転のいずれであってもよいものとする。

また、判定 （5 ) と判定 （1 0 ) の両者が肯定された場合は、予め決め られ

た優先順位によ り、判定 （5 ) に応 じた制御又は判定 （1 0 ) に応 じた制御

のいずれか一方が実行 される。

[0072] また、判定 （1 1 ) の結果が肯定である場合、検知壁面温度 と検知中間部

室温の差に応 じて加熱手段 2 の暖房温度が上げられ、この状態で加熱手段 2

が運転 される。例 えば加熱手段 2 の暖房温度は検知壁面温度 と検知中間部室

温の差の半分の値だけ上げられる。また、床暖房手段 3 は前回判定後の運転

状態で維持 される。すなわち、連携制御ユニッ ト5 3 は、加熱手段 2 の暖房

温度を、検知壁面温度 と検知中間部室温の差に応 じた値を現在の暖房温度に

加えた温度に設定する。また、連携制御ユニッ ト5 3 は、床暖房手段用制御

部 2 2 を制御 して床暖房手段 3 を停止 させ、送風手段用制御部 2 3 を制御 し

て送風手段 4 を停止 させる。

[0073] なお、判定 （1 ) 〜 （1 1 ) の うち、結果が肯定である判定が複数ある場

合は、予め設定された順序に従 って、結果が肯定である判定に応 じた制御方

法の変更が行われ、最終的に変更された制御方法によ り加熱手段 2 、床暖房

手段 3 、送風手段 4 が制御 される。

[0074] 例 えば、目標快適度が 0 、検知快適度が一 0 . 8 、検知上部室温が 2 6 °C

、検知中間部室温が 2 0 °C、検知下部室温が 2 0 °C、検知床面温度が 2 0 °C

、現在の加熱手段 2 の暖房温度 （設定温度）が 2 2 °Cであ り、判定 （6 ) 、

( 9 ) 、 ( 0 ) の結果が肯定であるとする。この場合は、送風手段 4 は判



定 （1 0 ) に従って送風手段4 が攪拌運転されることが決定される。また、

加熱手段2 の暖房温度は、まずは判定 （6 ) に従って2 0 °Cに一旦変更され

る。次に判定 （9 ) に従って所定温度T 1 3 ( 2 °C) 上げられ、2 2 °Cに変

更される。次に判定 （1 0 ) に従って加熱手段2 の暖房温度は予想温度2 2

。C ( = ( 2 6 °C + 2 0 °C + 2 0 °C) 3 ) に設定される。従って、この場合

は、暖房温度を2 2 °Cとして加熱手段2 が運転される。また、床暖房手段3

は判定 （6 ) に従って2 6 °Cに設定される。

[0075] 以上述べた本実施形態の暖房システムは、対象室 1 内に暖気を供給する加

熱装置 （加熱手段）2 と、記対象室 1 の床を暖める床暖房装置 （床暖房手段

) 3 と、対象室 1 内の天井側の空気を床側に送る第 1送風モードと対象室 1

内の床側の空気を天井側に送る第2 送風モードとの両方を有する送風装置 （

送風手段）4 と、制御装置 （制御手段）5 と、を備える。制御装置 5 は、対

象室 1 内の快適度を算出する快適度算出ュニット5 1 と、快適度の目標値と

なる目標快適度を決定する目標快適度決定ュニット5 2 と、快適度算出ュニ

ット5 1 で算出された快適度が目標快適度決定ュニット5 2 で決定された目

標快適度に一致するように、加熱装置 2 と床暖房装置 3 と送風装置4 とを制

御する連携制御ユニット5 3 と、を備える。

[0076] 本実施形態の暖房システムでは、判定 （1 ) 〜 （1 1 ) に基づく制御によ

り、加熱手段2 及び床暖房手段3 に送風手段4 を加えた三者を連携制御して

検知快適度を目標快適度に近づけることができる。このため、連携制御運転

時においては、判定 （1 0 ) に基づく制御のように送風手段4 により対象室

1 内の空気を上下に攪拌して対象室 1 内の温度を均一にできる。従って、対

象室 1 内の快適度を目標快適度近くに保ちながら、対象室 1 内の略全域を利

用者にとって快適な温度環境にすることができ、また、加熱手段2 及び床暖

房手段3 のエネルギー消費を抑えることができる。

[0077] また、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 内の上部室温を測定して出

力する上部室温測定装置 （上部室温検知手段）8 a と、対象室 1 内の下部室

温を測定して出力する下部室温測定装置 （下部室温検知手段8 c ) と、を備



える。制御装置 5 は、快適度算出ュニット5 で算出された快適度が目標快

適度決定ュニット5 2 で決定された目標快適度より所定値以上低いか否かの

判定を行う判定ユニット5 4 を備える。連携制御ユニット5 3 は、判定ュニ

ット5 4 の判定結果が肯定である場合に、上部室温測定装置 8 a から出力さ

れた上部室温と下部室温測定装置 8 c から出力された下部室温との差が小さ

くなるように送風装置 4 を制御する循環制御を行うように構成される。

[0078] また、制御装置 5 は、循環制御の実行時に、上部室温測定装置 8 a から出

力された上部室温と下部室温測定装置 8 c から出力された下部室温とに基づ

いて循環制御の実行後の対象室 1 の予想温度を算出する予想温度算出ュニッ

ト5 5 を備える。連携制御ュニット5 3 は、予想温度算出ュニット5 5 で算

出された予想温度に基づいて加熱装置 2 を制御するように構成される。

[0079] この構成により判定 （1 0 ) に基づく制御が可能になる。判定 （1 0 ) に

基づく制御では、検知上部室温と検知下部室温の温度差に基づいて送風手段

4 が制御されると共に、この送風手段 4 の制御によって想定される対象室 1

内の温度環境に応じて加熱手段 2 及び床暖房手段 3 の夫々が制御される。こ

の制御により、検知上部室温と検知下部室温とに温度差が生じた場合に、送

風手段 4 で対象室 1 内の空気を上下に攪拌し、対象室 1 内の温度を均一にで

きる。また、この場合、送風手段 4 の制御によって想定される対象室 1 内の

温度環境に応じて加熱手段 2 の運転を制御するので、加熱手段 2 の運転によ

るェネルギ一消費をさらに抑えることができる。

[0080] 本実施形態の暖房システムは、対象室 1 の室温を測定して出力する室温測

定装置 （中間部室温検知手段） 8 b と、対象室 1 の床面温度を測定して出力

する床面温度測定装置 （床面温度検知手段） 1 1 と、を備える。制御装置 5

は、快適度算出ュニット5 で算出された快適度が目標快適度決定ュニット

5 2 で決定された目標快適度より所定値以上低いか否かの判定を行う判定ュ

ニット5 4 と、利用者が快適と感じる室温と床面温度との対応関係を記憶す

る対応関係記憶ユニット5 6 と、を備える。連携制御ユニット5 3 は、判定

ュニット5 4 の判定結果が肯定である場合に、室温測定装置 8 b で測定され



た室温 と床面温度測定装置 1 1 で測定 された床面温度 とが対応関係記憶ュニ

ッ ト5 6 に記憶 された対応関係 を満たす よ うに加熱装置 （加熱手段） 2 およ

び床暖房装置 （床暖房手段） 3 を制御す るよ うに構成 され る。

[0081 ] この構成 によ り判定 （6 ) に基づ く制御が可能 になる。判定 （6 ) に基づ

< 制御 では、検知 中間部室温 と検知床面温度の組み合わせが予め設定 された

所定範囲内に収 まるよ うに加熱手段 2 及び床暖房手段 3 が制御 され る。 この

ため、対象室 1 の室温 と床面温度の両者 をさらに利用者 に適 した温度 にでき

る。

[0082] また、検知快適度が 目標快適度 に近 くて も、室温 と壁面温度 に温度差が あ

ると、対象室 1 の壁面近 くに居 る利用者 は壁面か らの輻射 によ り寒 い又は暑

いと感 じる。

[0083] そ こで、本実施形態の暖房 システムは、対象室 1 の室温 を測定 して出力す

る室温測定装置 （中間部室温検知手段） 8 b と、対象室 1 の床面温度 を測定

して出力す る床面温度測定装置 （床面温度検知手段） 1 1 と、を備 える。制

御装置 5 は、快適度算出ュニ ッ ト5 で算出 された快適度が 目標快適度決定

ュニ ッ ト5 2 で決定 された 目標快適度 よ り所定値以上低 いか否かの判定 を行

う判定ユニ ッ ト5 4 を備 える。連携制御ユニ ッ ト5 3 は、判定ユニ ッ ト5 4

の判定結果が肯定である場合 に、室温測定装置 8 b で測定 された室温 と床面

温度測定装置 1 1 で測定 された床面温度 との差が小 さ くなるよ うに加熱装置

2 を制御す るよ うに構成 され る。

[0084] この構成 によ り、判定 （1 1 ) に基 づ く制御が可能 になる。判定 （1 1 )

に基 づ く制御 では、検知壁面温度 と検知 中間部温度 との温度差が小 さ くなる

よ うに加熱手段 2 が制御 され る。 このため、前記輻射 による不快感 を生 じ難

くす る ことができる。

[0085] 本実施形態の暖房 システムは、対象室 1 内に外気 を供給す る外気供給装置

(送風手段） 4 と、対象室 1 の室温 を測定 して出力す る室温測定装置 （中間

部室温検知手段） 8 b と、外気の温度 を測定 して出力す る外気温度測定装置

(室外空気温度検知手段） 1 4 と、を備 える。制御装置 5 は、外気温度測定



装置 1 4 で測定された外気の温度が基準温度を超えると外気供給装置 4 を制

御 して対象室 1 内に外気を供給する給気制御ュニッ ト （連携制御ュニッ ト）

5 3 を備える。基準温度は、室温測定装置 8 b で測定された室温、または、

室温測定装置 8 b で測定された室温よ り所定値だけ高い温度である。この構

成によ り、判定 （5 ) に基づ く制御が可能になる。

[0086] 判定 （5 ) に基づ く制御では、検知室外空気温度が検知中間部室温に予め

設定された所定温度を加えた値よ りも高 くなつた場合に、送風手段 4 か らな

る室外空気取込手段によ り室外空気を対象室 1 内に取 り込む制御を行 う。こ

れによ り、対象室 1 の室温よ りも温度が高い室外空気を対象室 1 内に取 り込

んで対象室 1 内の温度を高めることができ、エネルギー消費をよ り抑えるこ

とができる。なお、本実施形態では、検知室外空気温度が検知中間部室温に

予め設定された所定温度を加えた値よ りも高 くなつた場合に、室外空気を対

象室 1 内に取 り込むように した。 しか し、検知室外空気温度が検知中間部室

温よ りも高 くなつた場合に送風手段 4 で室外空気を対象室 1 内に取 り込むよ

うに してもよい。また、本実施形態では、室外空気取込手段を送風手段 4 で

構成 したが、送風手段 4 とは別に室外空気取込手段を設けてもよい。また、

判定 （5 ) や前述 した判定 （6 ) に基づ く制御では、検知中間部室温に基づ

いて加熱手段 2 や床暖房手段 3 、送風手段 4 を制御 しているが、この検知中

間部室温に代えて、検知中間部室温、検知上部室温、及び検知下部室温の三

者の平均値等を採用 してもよいものとする。

[0087] 本実施形態の暖房システムは、利用者が加熱装置 2 と床暖房装置 3 と送風

装置 4 とをそれぞれ制御するための第 1 操作装置 2 6 と、連携制御モー ドと

個別操作モー ドとのいずれかを選択するための第 2 操作装置 2 7 と、を備え

る。制御装置 5 は、第 1 操作装置 2 6 の操作に応 じて加熱装置 2 と床暖房装

置 3 と送風装置 4 とをそれぞれ制御する個別操作ュニッ ト5 7 と、第 2 操作

装置 2 7 によ り連携制御モー ドが選択 されると連携制御ュニッ ト5 3 を動作

させ、第 2 操作装置 2 7 によ り個別操作モー ドが選択 されると個別操作ュニ

ッ ト5 7 を動作 させる選択ユニッ ト5 8 と、を備える。



[0088] すなわち、本実施形態の暖房システムは、加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及

び送風手段 4 を連携制御する連携制御モー ドと、加熱手段 2 、床暖房手段 3

、及び送風手段 4 の夫々を個別に操作する個別操作モー ドを備え、連携制御

モー ドと個別操作モー ドを切 り替える操作手段 2 5 を備えている。このため

、操作手段 2 5 により個別操作モー ドに切 り替えて、加熱手段 2 、床暖房手

段 3 、及び送風手段 4 の夫々を単独で利用することができる。

[0089] なお、本実施形態では、快適度を P M V 値としたが、 E T ( E f f e c t

i v e T e m p e r a t u r e : 有効温度）等のその他の快適性指標を快

適度として検知するものであっても構わない。また、本実施形態では設定快

適度と人体検知手段 1 2 の検知情報に基づいて目標快適度を決定 したが、設

定快適度を目標快適度としてもよいものとする。また、加熱手段 2 は対象室

の上部を加熱するものであれば、輻射暖房パネル等のその他の加熱手段で

構成 してもよい。また、送風手段 4 は対象室 1 内の天井側の空気を床側に送

る機能又は床側の空気を天井側に送る機能のうちの少なくとも一の機能を有

するものであればよい。また、送風手段 4 はパネル装置 4 a に限られるもの

ではなく、天井扇等のその他の送風手段であってもよい。

[0090] 換言すれば、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 の上部に設けられる

加熱手段 2 と、対象室 1 の床暖房を行う床暖房手段 3 と、対象室 1 内の天井

側の空気を床側に送る機能又は床側の空気を天井側に送る機能のうちの少な

くとも一の機能を有する送風手段 4 と、対象室 1 内の快適度を検知する快適

度検知手段と、この快適度検知手段で検知される快適度が設定された目標快

適度に近づくように、加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送風手段 4 を連携制

御する制御手段 5 を備えた。

[0091 ] また、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 内の上部の室温を検知する

上部室温検知手段 8 a と、対象室 1 内の下部の室温を検知する下部室温検知

手段 8 c を備え、制御手段 5 は、上部室温検知手段 8 a で検知 した対象室 1

内の上部の室温と下部室温検知手段 8 c で検知 した対象室 1 内の下部の室温

との温度差に基づいて送風手段 4 を制御すると共に、この送風手段 4 の制御



によって想定される対象室 1 内の温度環境に応 じて加熱手段 2 を制御するも

のである。

[0092] また、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 の室温を検知する室温検知

手段 と、対象室 1 の床面温度を検知する床面温度検知手段 1 1 を備え、制御

手段 5 は、室温検知手段で検知 される室温及び床面温度検知手段 1 1 で検知

される床面温度の組み合わせが予め設定された所定範囲内に収まるように加

熱手段 2 及び床暖房手段 3 を制御するものである。

[0093] また、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 の室温を検知する室温検知

手段 と、対象室 1 の壁面温度を検知する壁面温度検知手段 1 0 を備え、制御

手段 5 は、壁面温度検知手段 1 0 で検知 した壁面温度 と室温検知手段で検知

した室温 との温度差が小 さくなるように加熱手段 2 を制御するものである。

[0094] また、本実施形態の暖房システムは、対象室 1 内に室外空気を取 り込む室

外空気取込手段 と、対象室 1 の室温を検知する室温検知手段 と、室外空気の

温度を検知する室外空気温度検知手段 1 4 を備え、制御手段 5 は、室外空気

温度検知手段 1 4 で検知 した室外空気の温度が、室温検知手段で検知 した室

温又はこの室温に予め設定された所定温度を加えた値よ りも高 くなつた場合

に、室外空気取込手段によ り室外空気を対象室 1 内に取 り込むものである。

[0095] また、本実施形態の暖房システムは、加熱手段 2 、床暖房手段 3 、及び送

風手段 4 を連携制御する連携制御モー ドに加えて、加熱手段 2 、床暖房手段

3 、及び送風手段 4 の夫々を個別に操作する個別操作モー ドを備え、連携制

御モー ドと個別操作モー ドを切 り替えるための操作手段 2 5 を備えた。



請求の範囲

[請求項 1] 対象室内に暖気を供給す る加熱装置 と、

前記対象室の床を暖める床暖房装置 と、

前記対象室内の天井側の空気を前記床側 に送 る第 1 送風モー ドと、

前記対象室内の前記床側の空気を前記天井側 に送 る第 2 送風モー ドと

の少な くとも 1 つを有す る送風装置 と、

制御装置 と、を備 え、

前記制御装置 は、

前記対象室内の快適度 を算出す る快適度算出ュニ ッ 卜と、

前記快適度の 目標値 となる目標快適度 を決定す る目標快適度決定

ュニ ッ 卜と、

前記快適度算出ュニ ッ トで算出 された前記快適度が前記 目標快適

度決定ュニ ッ 卜で決定 された前記 目標快適度に一致す るように、前記

加熱装置 と前記床暖房装置 と前記送風装置 とを制御す る連携制御ュニ

ッ トと、を備 える

ことを特徴 とす る暖房 システム。

[請求項 2] 前記対象室内の上部室温 を測定 して出力す る上部室温測定装置 と、

前記対象室内の下部室温 を測定 して出力す る下部室温測定装置 と、

を備 え、

前記制御装置 は、前記快適度算出ュニ ッ 卜で算出 された前記快適度

が前記 目標快適度決定ュニ ッ 卜で決定 された前記 目標快適度 よ り所定

値以上低 いか否かの判定を行 う判定ュニ ッ トを備 え、

前記連携制御ュニ ッ トは、前記判定ュニ ッ 卜の判定結果が肯定であ

る場合に、前記上部室温測定装置か ら出力された上部室温 と前記下部

室温測定装置か ら出力された下部室温 との差が小 さくなるように前記

送風装置 を制御す る循環制御 を行 うように構成 され る

ことを特徴 とす る請求項 1 記載の暖房 システム。

[請求項3] 前記制御装置 は、



前記循環制御の実行時に、前記上部室温測定装置か ら出力された

上部室温 と前記下部室温測定装置か ら出力された下部室温 とに基づい

て前記循環制御の実行後の前記対象室の予想温度 を算出す る予想温度

算出ュニ ッ トを備 え、

前記連携制御ュニ ッ トは、前記予想温度算出ュニ ッ 卜で算出 された

予想温度に基づいて前記加熱装置 を制御す るように構成 され る

ことを特徴 とす る請求項 2 記載の暖房 システム。

[請求項4] 前記対象室の室温 を測定 して出力す る室温測定装置 と、

前記対象室の床面温度 を測定 して出力す る床面温度測定装置 と、を

備 え、

前記制御装置 は、

前記快適度算出ュニ ッ トで算出 された前記快適度が前記 目標快適

度決定ュニ ッ 卜で決定 された前記 目標快適度 よ り所定値以上低 いか否

かの判定を行 う判定ュニ ッ 卜と、

利用者が快適 と感 じる前記室温 と前記床面温度 との対応関係 を記

憶す る対応関係記憶ユニ ッ トと、を備 え、

前記連携制御ュニ ッ トは、前記判定ュニ ッ 卜の判定結果が肯定であ

る場合に、前記室温測定装置で測定 された室温 と前記床面温度測定装

置で測定 された床面温度 とが前記対応関係記憶ュニ ッ トに記憶 された

前記対応関係 を満たす ように前記加熱装置 および前記床暖房装置 を制

御す るように構成 され る

ことを特徴 とす る請求項 1 記載の暖房 システム。

[請求項5] 前記対象室の室温 を測定 して出力す る室温測定装置 と、

前記対象室の床面温度 を測定 して出力す る床面温度測定装置 と、を

備 え、

前記制御装置 は、前記快適度算出ュニ ッ 卜で算出 された前記快適度

が前記 目標快適度決定ュニ ッ 卜で決定 された前記 目標快適度 よ り所定

値以上低 いか否かの判定を行 う判定ュニ ッ トを備 え、



前記連携制御ュニ ッ トは、前記判定ュニ ッ 卜の判定結果が肯定であ

る場合に、前記室温測定装置で測定 された室温 と前記床面温度測定装

置で測定 された床面温度 との差が小 さくなるように前記加熱装置 を制

御す るように構成 され る

ことを特徴 とす る請求項 1 記載の暖房 システム。

[請求項6] 前記対象室内に外気を供給す る外気供給装置 と、

前記対象室の室温 を測定 して出力す る室温測定装置 と、

前記外気の温度 を測定 して出力す る外気温度測定装置 と、を備 え、

前記制御装置 は、前記外気温度測定装置で測定 された前記外気の温

度が基準温度 を超 えると前記外気供給装置 を制御 して前記対象室内に

前記外気を供給す る給気制御ュニ ッ トを備 え、

前記基準温度は、前記室温測定装置で測定 された室温、または、前

記室温測定装置で測定 された前記室温 よ り所定値だ け高 い温度である

ことを特徴 とす る請求項 1 記載の暖房 システム。

[請求項7] 利用者が前記加熱装置 と前記床暖房装置 と前記送風装置 とをそれぞ

れ制御す るための第 1 操作装置 と、

連携制御モー ドと個別操作モー ドとのいずれかを選択す るための第

2 操作装置 と、を備 え、

前記制御装置 は、

前記第 1 操作装置の操作に応 じて前記加熱装置 と前記床暖房装置

と前記送風装置 とをそれぞれ制御す る個別操作ュニ ッ 卜と、

前記第 2 操作装置 によ り前記連携制御モー ドが選択 され ると前記

連携制御ュニ ッ トを動作 させ、前記第 2 操作装置 によ り前記個別操作

モー ドが選択 され ると前記個別操作ュニ ッ トを動作 させ る選択ュニ ッ

卜と、を備 える

ことを特徴 とす る請求項 1 記載の暖房 システム。

[請求項8] 前記快適度は、予測平均温冷感 申告値である

ことを特徴 とす る請求項 1 〜 7 の うちいずれか 1 項記載の暖房 シス
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